









































































　その後，60 年 10 月からの第 5次会談で日本は，経済協力（有償＋無償）を示唆し，
徐々にアイデンティティの問題から経済の問題へと焦点が移っていった。
　この後，韓国で軍事クーデターが発生し，クーデター後の 61 年 10 月からの第 6次
会談では，朴正煕も「韓国側は戦争賠償を要求しているのではない…日本側がどの程
度の誠意を示すか」との立場だった。62 年 10 月からの大平・金鍾泌会談で無償供与
3億ドル，低利借款 2億ドル，民間信用供与 1億ドル以上との合意があったが，韓国
での大統領選挙，総選挙による民政移管（63.10-11）のために約 1年間交渉中断し
た。再開後も，韓国内で反対闘争の高揚し，64 年 6 月に非常戒厳令となった。

















10 年近く経過した 74 年 12 月に韓国政府が無償供与の 3.6 ％（約 95 億ウォン）を被
害者に支払った。「本来被害者に支払われる資金を経済発展に使ったのか」との質問























2005 年 2 月，島根県が「竹島の日」条例を採択したことを契機に韓国側は猛反発す
る。盧武鉉大統領は 3・1節演説で「歴史清算の普遍的方式」は真相究明には謝罪・





















具体的なのが経産省による「韓国向け輸出管理の運用の見直し」（2019 年 7 月 1 日）
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